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研究成果の概要（和文）：本研究は，アジア・ラテンアメリカ・アフリカをはじめとした，発展途上国及び新興国の直
面する諸問題に経済学的観点からアプローチし，その要因を統計的に分析した研究経過を報告するものである。研究で
扱うテーマは，主にFDI・教育・所得格差の3つの分野である。複数の国や国内の州を対象とした計量分析を行うことで
，これら3分野において各国が受ける経済的効果や経済発展をもたらした要因， 更には特定国において経済成長を妨げ
る要因を明らかにする。この分野には既に多くの先行研究があるが，本研究の貢献は，複数地域を対象に分析を行うこ
とで地域による影響力の違いを明確に示すところにある。

研究成果の概要（英文）：This study approaches a variety of problems, which are faced by the developing 
and transitional economies in Asia, Latin America and Africa, from the economic point of view. The 
findings in the statistical analysis about the causes of those problems are discussed. The econometric 
analyses involving multiple countries or states within a country are conducted to clarify the economic 
impacts in the three fields of concern, viz. FDI, education, and income disparity. The analyses also help 
us identify the factors promoting or hindering economic development in respective countries. Although 
there exist a number of previous researches in these fields, our contribution is to illuminate the 
spatial differences in economic impacts by utilizing the panel or pooling model that takes multiple 
regions into account.

研究分野：国際経済学

キーワード： 開発経済　経済成長　MDG　FDI　ODA　所得分配　人的資本
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１．研究開始当初の背景 

 本研究では，FDI・教育・所得格差の 3 つを主要な研究テ

ーマとしている。1 点目の FDI における先行研究の主な関

心は，投資国にもたらされる経済効果や特定国への投資要

因を明らかにすることである。前者の投資国にもたらされる

経済効果を分析した研究は，経済の自由化に伴う FDI の加

速とともに増加傾向にあるが確立した理論はなく，実証研究

により様々な議論がなされている最中である。先行研究から，

直接投資によって及ぼされる発展途上国，新興国への経

済効果は，その国の受け入れ環境によって経済成長にプラ

スにもマイナスにも働くことが示されている。すなわち，FDI

受け入れ国の雇用環境や労働者の平均的能力，技術面で

の開発能力などによって FDI の影響力は左右される。その

ため，FDI による経済効果を計量的に分析する際の対象国

の選出方法としては，複数の分析対象地域を経済水準によ

って分類する，あるいは特定の国に対象を限定する，また

は特定の複数国を選出し比較するといった手段が望ましい。

しかし現状ではこうした研究は多くない。そのため本研究で

は，ラテンアメリカ地域における FDI の経済効果，台湾での

FDI が失業改善に与える影響，バルカン地域における FDI

流入による経済波及といったテーマを採用し，多角的な分

析を行うことで付加価値を見出している。 

また，後者の特定国への投資要因においては，すでに

多くの先行研究が存在する。しかし，特定国の地域間に焦

点を当てたミクロレベルでの分析は依然少数である。そこで

本研究では，特に先行研究による貢献が少ないインドでの

州別の研究を扱った。 

＿2 点目の教育は，人的資本の育成のための主要手段とし

て一国の経済開発の政策を考案する際の最優先事項とさ

れてきた。ミレニアム開発目標(MDGs)の第 2 目標は普遍的

な初等教育の達成であり，万人のための教育(EFA)の提唱

など，途上国での教育普及のための試みに対し，国際社会

は意欲的な姿勢を示しており，その成果も示されている。し

かし，国際社会の試みにもかかわらず依然として基礎教育

の普及さえ不十分な地域もあり，その要因としてジェンダー，

熟練教員の不足など教育がある。本論では，基礎教育の浸

透が遅れている地域であるサブサハラアフリカおよび南ア

ジア地域に特化し，教育の普及を妨げる要因の分析を行い，

適切な政策を提言することに付加価値を見出している。 

＿3 点目の所得格差は MDG の第 1 目標(貧困率)に対応

する。最貧国より，むしろ一定の成長を遂げた新興国にお

いて格差が著しくなることを前提とすれば，新興国が集中

する地域を分析対象とすることが適当である。ラテンアメリカ

は，過去 50 年間で最も格差が拡大している地域であるから，

これを対象に所得格差の要因分析を行うが，その要因は経

済成長といった既存理論だけでは説明できない可能性が

ある。その場合，経済成長が減速気味になると格差が縮小

するという，長期的な格差改善の理論には頼れず，さらなる

格差拡大を止めるための新たな政策を見出す必要がある。

本研究の付加価値は，格差要因の変数に，移民や先住民

などラテンアメリカ特有の要素を含んでいる点にある。 

２．研究目的 

本研究の目的は，FDI・教育・所得格差の観点から複

数国や 1 国内の州を対象に，①それらの地域に及ぼす経

済的効果，②経済発展をもたらした要因，③特定国にお

いて経済成長を妨げる要因を計量的に分析することで

ある。具体的には，①既に発展を成し遂げた地域や国に

焦点を当て，それらの国々に発展をもたらした要因，②

発展途上国の中で格差や失業といった経済発展を阻害

する要因を抱えた諸地域に着目し，それらの地域がこう

した要因を抱えるに至った原因をモデルに取り込む。多

様な切り口による研究を同時並行的に行うが，それらを

融合した本研究の最終目的は，開発経済学の最大の関心

事と言える「発展途上国が如何にして貧困から脱出する

か」に対して，解決策の糸口を見出すことにある。 

理論面では，国際間取引における輸送費の重要性を考

慮して，空間価格均衡を適切に表現する空間応用一般均

衡(SCGE)モデルを定式化し，仮設例を使って求解プロセ

ス提示する。モデルは物量産業連関表に基づくが，この

枠組みが OECD・WTO が提唱する付加価値貿易(TiVA)

の帰属評価と整合的であることを示し，同時に温暖化ガ

スの発生責任の明確化に際しても，一般的な貨幣表に基

づく分析に比べて優位性を持ち，為替レートの内生化も

可能になることを示す。各国経済のパフォーマンスを考

慮する上で，国間の相互連鎖を捨象することは不可能だ

が，この種の理論分析はその本質を理解する上で有効で

あり，実証分析と相補的に遂行されることに意味がある。 

３．研究の方法 

以下に本研究で取り上げた 7 つの個別テーマについ

て，検討したモデルとその仮説を列挙する。本モデルに

必要な数値データは，主として世界銀行の World 

Development Indicators (WDI)から入手した。2000 年から

の約 10 年を基本期間とするが，データの欠損値がある



 
 
場合には，パネル分析よりプーリング分析が実用的であ

る。国内の地域レベルのデータに関しては，当該国及び

各州の公表データから収集した。 

(1) FDI に関する分析 

①出資国による対外直接投資の影響の違い（ラテンアメリカ） 

仮説として，「直接投資と経済成長の関係は受入国の能

力のみならず，出資国側の直接投資の性質によっても影響

力は異なる」を用いる。分析対象国は出資国として 5 カ国

（日本・アメリカ・オランダ・スペイン・カナダ），受入国として

ラテンアメリカ 9 カ国（メキシコ・ブラジル・アルゼンチン・コス

タリカ・コロンビア・チリ・パナマ・ベネズエラ・ペルー），期間

として 1990～2012 年を取り上げ，以下のモデルを推定した。 
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ダからの外国資本ストック増加率の各代理変数を表す。 

②海外直接投資が台湾の失業に与える影響 

仮説として，「台湾での FDI の受け入れは，同国で高止

まりしている失業率の改善に少なからず貢献するのではな

いか」を用い，FDI の影響を測るモデル（FDI モデル）と

GDP の成長による影響を測るモデル（GDP モデル）の 2 つ

のモデルを推定した。分析で使用したデータは，2002～

13 年の 12 年分である。 

②-1 FDI モデル： 
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②-2 GDP モデル： 
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ここに U は失業率，ε は撹乱項であり，添字 i は国，t は年

次を表す。また FDI は海外直接投資フロー額÷名目 GDP

額，GDP は実質 GDP 成長率，ER は台湾元・US ドル為替

レート対前年度増加率，INV は国内設備投資額÷名目

GDP 額，EXP は輸出額÷名目 GDP 額，LP は労働人口÷

/総人口，INF はインフレ率である。 

③Private Sector Development (PSD)の観点を中心とした南

西バルカンの経済開発分析  

「南西バルカンでの個々の国々の経済発展の度合いの

差異は，FDI 流入の低さや失業率の高さと相互関係を持つ」

ことを仮説とし，直近 10 年分の数値データを用いて，以下

のモデルによるプーリング分析を行う。分析対象国は，南西

バルカン地域の移行経済の国家のなかで，特に国民 1 人

あたりの所得が低いアルバニア・マケドニア・ボスニアヘル

ツェゴビナ，更にこれらの比較対象として，バルカン半島の

国家の高所得国であるスロベニアとクロアチアを加えた計 5

か国とする。 
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ここに UNE は労働力人口に占める失業率(ILO による推

定)であり，FDI は海外直接投資フロー(GDP に占める％)，

ODA は人口 1 人当たりの政府開発援助，INF はインフレ率，

REM は個人による送金受領（GDP に占める％），EMI は移

民数(流出)である。ただし，データ欠損部分については，線

形モデルによる推定値で補間した値を用いる。 

④インドへの海外直接投資 ―決定要因の州別分析― 

FDI の受け入れの増加は，経済成長に繋がる投資環境

の有無に大きく影響を受ける。特にインドにおいて，各州の

事情が FDI 流入に大きく影響するのではないか，と考えて

州単位の分析(分析対象は連邦州を含む 36 州)を行っ

た。2008～13 年の 6 時点のデータを使用し，以下のモ

デルを設定した。 
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ここに FDI は海外直接投資受入額であり， ܩは地域内総生

産，݃ܩは地域内総生産成長率，ܧは州の教育費，ܨは総工

場数，ܧܦは平均雇用率，ܶは電話保有率，ܮは高速道路面

積，݈ܣは金融機関の保持しているローン残高，ܿܣは金融機

関が現金で保持している資産，ݐܣは金融機関の総資産，

Dh は港湾ダミーを意味する。 

(2) 教育と開発に関する分析 

⑤サブサハラアフリカにおける女子初等教育が経済成長に 

 与える影響 

ここでの仮説は，「教育における男女格差を是正し，女子

の教育を行うことは経済発展にプラスの影響を与える」とい

うものであり，以下のモデルを用いてプーリング分析を行っ

た。対象年次は 1999 年から 2010 年までの 12 年間とし，対

象国はサブサハラ地域の 8 か国で，世界銀行の基準をもと

に収入別に 2 グループ(g=1,2)に分けて推定を行った。 
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ここに Y は per capita GDP の成長率，ENGAP は女子初等

教育純就学率÷男子初等教育純就学率，COMGAP は女

子初等教育修了率÷男子初等教育修了率，ENTOT は男

女初等教育純就学率，COMTOT は男女初等教育修了率，

WLABOR は女性労働参加率(15 歳以上)，INV は FDI 純

流入(GDP に占める%)，POPGRO は年平均人口成長率，

DREL は宗教ダミー(イスラム教徒が人口の過半数なら 1，

それ以下なら 0)を意味する。 

⑥早期幼児教育と持続的開発の可能性(バングラデシュ) 

ここでの仮説は，「貧困層のニーズに応じた資源配分の

能力を持つバングラデシュでは，早期幼児教育に対する政

府の教育部門での政策は補助的な役割に限られるが，先

進国による教育へのための不安定な援助は，バングラデシ

ュ政府の特定部門への支出に影響を及ぼし得るのではな

いか」というものである。分析には，教育分野への海外援助

額とバングラデシュ政府及び全 64 県の教育分野への支出

額に関する時系列データを用いる。なお海外援助額からは，

国際 NGO 等のインフォーマルセクターからの支援は含ま

れない。以下のモデルに依って開発援助・政府支出の変動

が就学率に対する影響を把握することを試みた。 

tttt educaideducPstudent   210 exp  

ここに Pstudent は初等教育 1～5 年生の就学人数，

educexp は教育分野への政府及び県の支出額における

前年度との差 (USD)，educaid は教育分野への海外から

の支援額における前年度との差 (USD)であり，t は会計

年度(1986～2013)を示す。なお検証結果の詳細について

は，Uno and Nagai (2015)を参照されたい。 

(3) 所得格差に関する分析 

⑦ラテンアメリカ諸国における所得格差の要因分析 

ここでの仮説は，「ラテンアメリカ諸国の所得格差の要因

には，経済規模や成長率からは説明できない特異性がある」

というものであり，以下の 2 つのモデルを用いてパネル分析

による検討を行った。対象国はラテンアメリカ地域の 20 ヶ国，

年次としては 1990～2000 年の 10 年間を用いる。 

⑦-1 所得格差の要因分析 
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⑦-2 GDP の要因分析 
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左辺の G は所得格差（Gini 係数），Y は経済成長率(GDP)

であり，右辺の TRADE は GDP に占める輸出入額，FDI

は GDP に占める FDI， MIG は移民数(純流入)，TECH は

技術革新(人口当たりの特許数)，HC は人的資本(初等教

育修了率)，TAX は政策(税収)，IND は全人口に占める先

住民比率，DLND は大土地所有制度ダミー(5 ヶ国が１，15

ヶ国が 0)を意味する。 

(4) 海外学術調査 

本課題では，途上国におけるMDG改善効果に関する計

量分析を行うのみならず，この課題に直接関与している国

際機関および研究機関の担当職員との意見交換，および

各種資料収集のための出張を精力的に行って，今後の研

究発展のための条件整備に努めた。具体的には， ①平成

25 年 3 月にバンコクとアジスアベバの UN, AU, 世界銀行，

IMF 及び JETRO の現地事務所，②平成 26 年 9 月にウィ

ーンとパリの IIASA, OECD 及び UNESCO，③平成 27 年 2

月にニューヨークの国連本部(事務総長事務所)へそれぞ

れ出張したが，その際に得られた情報は Uno の 4 編の共

著論文(2012, 13, 14, 15)の執筆に際して有効に利用された。 

４．研究成果 

FDI・教育・所得格差の 3 つの観点から個々の研究成果

を総括することは，我々にとって貴重な経験であったが，以

下の 2 点において特に成果を収められた。第 1 に複数の分

野及び地域を対象とする分析によって，多角的な視点から

結果を俯瞰することが可能になった点である。第 2 に，我々

が当初から研究目的としてきた以下の 3 点，即ち，①各国

に及ぼされる経済的な効果，②経済発展をもたらした要因，

③特定国において経済成長を妨げる要因を明らかにするこ

とに少なからず貢献できる分析結果を得られた点である。 

まず，FDI においては，ラテンアメリカ，インド，西南バル

カン地域において FDI と経済成長への関係性を多様な側

面から分析した。その結果として，これらどの地域において

も少なからず FDI と経済成長には正の相関が示された。さ

らに，こうした正の相関は一貫してではなく，地域によって

ばらつきがあることも示されている。例えば，ラテンアメリカ

についていえば，特にメキシコは他国と比較しても，輸出と

国内資本は GDP 成長に与える影響が正で優位性が見られ

た。また，台湾の分析においては，GDP の実質成長率は雇

用の創出に貢献していないことが示された一方，FDI フロー

の増加はある程度雇用創出に貢献することが示された。先

行研究では FDI の経済効果は地域・産業ごとに異なること

が示されていたが，台湾において失業率と FDI は強い負の

相関を示した点で，台湾で FDI 流入が多い製造業へさらに



 
 
フローを増やすことが有効であると言える可能性が高い。一

方，ユーゴスラビア地域での研究では，アルバニア，マケド

ニア，ボスニアヘルツェゴビナにおいて FDI 流入と失業率

の相関は認められなかった。同三カ国においては，国外へ

の移民数および国外からの送金と国内の失業率は，負の

相関が観察された。この結果から，バルカン地域において

は，必ずしも FDI 流入が失業率の低下に貢献しないことを

示唆し，他の多くの地域で示された FDI 流入が失業率を低

下させるという事実を否定する要因についてさらなる追及が

必要である。インド人民党が州政権を握る諸州において，

総工場数，高速道路面積が FDI との正の相関が見られた

一方，金融機関の保持している総資産が FDI との負の相関

が見られた。また，インド国民会議派系の政党が州政権を

握る諸州においては，総工場数，電話保有率，高速道路面

積がFDIとの正の相関が見られるなど，インドにおいて政治

的な側面が海外直接投資の決定要因に関係性を有してい

ることを示唆している。 

次にラテンアメリカ地域における所得格差の要因分析の

結果，ラテンアメリカ全体では，貿易・海外直接投資・移民

から見たグローバリゼーション，先住民，大土地所有制度が

所得格差に正の影響をもち，税収から見た政策，特許数か

ら見た技術革新，初等教育修了率から見た人的資本が負

の影響をもつことがわかった。また GDP との関連性では，

先住民と大土地所有制度が負の影響をもたらし，技術革新

と人的資本が正の影響をもたらすことから，技術革新の促

進と人的資本の構築は，所得格差解消と経済成長に効果

を持つため，同地域が今後重点的に行っていくべきだと言

える。また，先住民の存在は同地域固有の問題であり，特

に高山地帯に住む先住民が多く過酷な環境で農業に従事

する人の割合が多いこと，市場へのアクセスも悪いことなど

が貧困の原因となっている。また植民地時代からの大土地

所有制度は，現在も残り土地を持たない小作農の貧困の原

因，地主が富を独占する原因となっている。高山地帯の先

住民への支援と農地改革が同地域特有の所得格差是正と

経済成長のカギとなる。 

最後に，教育開発の分析結果においては，サブサハラア

フリカ諸国を収入別に 2 グループに分けて分析を行った結

果，両グループ共に，初等教育の就学率が経済成長に対

し正の相関を，人口増加率及び宗教(イスラム教)が負の相

関を示した。現段階の分析では仮定が立証されない変数の

結果もあったため，今後は様々なパターン分析でより説得

力のある結果を提示したい。今回の分類は収入別としたが，

サブサハラ地域では国の分類における基準は先行研究に

よってばらつきがあり，より明確な結論を出すために複数の

分類によって結果を比較する必要がある。さらに，バングラ

デシュにおいて，先進国による援助が特定部門への支出

に及ぼす影響において分析した結果，家計ベースでは，

ECD プログラム（早期幼児教育）は，小学校教育の退学率

に対して明らかな負の相関がみられた。さらに，父親の教

育レベルの高まりにおいても，負の相関がみられた。これは，

父親の教育レベルの向上が彼らの子供たちの教育レベル

に影響し，しいては小学校の途中退学のリスクを軽減できる

ことを示唆している。また，国家ベースでの分析の結果，政

府支出は就学率の変動に明らかな正の相関があることが示

された。以上の結果を加味すると，バングラデシュにおいて

望ましい教育政策の一つとして，子供のみならずその親の

教育をも促すようなプログラムの考案が質的な意味での就

学率の向上ないし安定を実現させるといえよう。親の教育の

促進は，早期教育の重要性を認識させるための意識の変

化のためにも重要な要素といえるだろう。これらの分析結果

は，本研究の付加価値として新たな変数を含んだモデル式

から得られた結果である。 

上記に示した何れの結果も，現時点では FDI 促進，所得

格差是正，及び教育開発が新興・途上国では有効であるこ

とを示す１データにすぎない。これらの結果に加えて今後

類似パターンの分析を重ねることでわれわれの最終目的と

する各国の経済開発に向けた政策提言に貢献したい。 
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